



































































































































































































































－　 －( 34 )269
中国会社法第 46条、第 108 条の規定によれば、取締役会は株主（総）会に対し責任を負い、次
のような職権を行使する。
1　株主（総）会の招集権

























取締役会決議の議決は、1人 1票により行う（中国会社法 48条 3項、111 条 2項）。取締役会
は、議事の決定について議事録を作成し、会議に出席した取締役は、議事録に署名する（中国会社


























































































































石少侠「会社法」、吉林人民出版社 1996 年、248 頁。































































































－　 －( 38 )265


































































































中華民国成立後、中華民国政府は 1914 年 3月 2日に「商法総則草案」と「会社律草案」をほぼ
そのまま、それぞれ、「商人通例」と「会社条例」へと改称して公布し、同年 9月 1日より施行し




























































































































































































































黄源盛・前掲書 83頁。浜田道代編集『日本海車立法の歴史的展開』（1999 年、商事法務研究会）113 頁。
黄源盛・前掲書 83頁。
（中国北京大学国際法学院副教授）


































                 
一　はじめに
2005 年、奇しくも日本と同時期に中国会社法は大きな改正がなされたのであるが、それから 8
年間が経ち、新たな改正を迎えた。新会社法修正案は 2013 年 12 月に開かれた第 12期全国人民
























































































年から 2014 年 3月現在までの法改正の経緯の要点は、図表の通りである。これについて少し述
べると、まず、1993 年に会社法が制定された当時、債権者保護の目的で、厳格な資本金制度を
採っていた。具体的には、一方で有限会社に対して、業種ごとに異なる登録資本金を定め、10万
元から 50万元（約 150 万円から 600 万円）を、他方で株式会社に対しては 1000 万元（約 1億
7000 万円）を、それぞれ登録資本金の最低限度額とし、かつ初回全額払込みを求めていた。
会社法制定から 12年を経た 2005 年の会社法改正では、新たな経済実情に対応するため、最低
資本金制度が緩和されることとなった。すなわち、有限会社に対しては最低 3万元（一人会社は

































































1991 年に株式会社に対して 1000 万円の最低資本金が必要と規定した（旧商法 168 条 2号）。ま
た、1938 年に有限会社法が制定され、有限会社に対して 1万円の最低資本金を求めたが（有限会
































－　 －( 46 )257
会計参与制度の導入（日本会社法 333 条）、会計監査人を設置できる会社範囲の拡大（日本会社法
326 条 2項）、適時かつ正確な会計帳簿の作成の義務付け（日本会社法 432 条 1項）、会社の純資
産が 300 万円を超えなければ、利益配当することができないこと（日本会社法 458 条）等と規定
した。さらに、これらの規定に違反した場合には、取締役が株式会社に対して損害賠償責任を負う



































































































しかしながら新会社法が施行されて以来、2014 年 3月から 6月まで、全国に新たに設立登記さ





























































































































日本法上、取締役の第三者に対する責任として判示した代表的なものは、最高裁昭和 44年 11年 26日





ができなくなったので、Yに対して損害賠償を求めて提訴した。第 1審（大阪地判 38年 1月 25日下























に、この規定は、いわゆる直接損害についての取締役の責任である。第 4に、商法 266条ノ 3第 1項は、
以上のように、第三者に対し直接、不法行為によって損害を与えた取締役の責任に関するものである。」
奥島孝康、落合誠一、浜田道代編『会社法 2』（日本評論社、2010 年）324 頁。
劉俊海「関与工商登記制度改革的十大認識誤区」中国工商管理研究第 7期（2014 年）16頁。
甘培忠「認缴制是個有毒産品工商系統引領的公司登記制度改革是在自堀坟墓 http://www.rongzizulin.














































以後、1931 年の満州事変と 1937 年の中日戦争および第 2次世界大戦などを経ながら、日本は
物資を調達するために韓国で鉱工業を育成し、軍需品の生産に必要な工場を多く建設していた。そ
こで、その財産的価値を保存するために保険業、特に火災保険業が繁盛されるようになった。しか










1966 年 4月頃、損害保険会社の 10 社が入札保証保険と履行保証保険商品の販売を始めてから、
1966 年 4月に割賦販売保証保険、1968 年に軍納保証保険などの保証保険商品を開発・販売する
ことにより実績が増加していた。また、政府は金融機関から資金を借り入る際、提供すべき物的担
保制度の混雑性と非生産性を改善することで中小企業に対する信用力を拡大しようとして、担保制
度を信用制度に制度上の転換をする必要があると判断した。そこで、1969 年 2月 19 日に保証保








10 月 20 日に大韓保証保険は韓国保証保険を合併して、1998 年 11 月 25 日にソウル保証保険株




















































































































前述のように、韓国の保証保険は 1963 年に信用保険の形態で先に導入された後、1965 年に履
行保証保険が認可を得て、初めて正式的に販売されることになった。そして、1969 年 2月 19日、













第 726 条の 5　保証保険者の責任
保証保険契約の保険者は保険契約者が被保険者に契約上の債務不履行または法令上の義務不





























第 726 条の 6　適用除外
①　保証保険契約に関しては、第 639 条第 2項の但し書きを適用しない。
②　保証保険契約に関しては、保険契約者の詐欺、故意または重大な過失がある場合、それ
に対し被保険者に責任がある事由がなければ第 651 条、第 652 条、第 653 条および第 659 条
第 1項を適用しない。




険契約には商法 639 条 2項但書を適用しないこと、保険契約者の詐欺、故意または重大な過失が
ある場合でも、被保険者に責任のある事由がなければ、 第 651 条（告知義務違反による契約解除）、
第 652 条（危険変更増加の通知と契約解除）、第 653 条（保険契約者などの故意とか重過失によ



























































































いる（民事執行規則第 204 条、例規 6条）。
要するに、裁判所に仮差押えや仮処分を申請した後、裁判所から担保提供命令を受けてソウル保
証保険会社に供託保証保険加入を申込み、発行された供託保証保険証券を裁判所に提出することに







































みが認められていたが、1990 年 1月 13日に民事訴訟法第 112 条が改正されたので、大法院規則
で定めるところにより、支払保証委託契約を締結した文書を提出する方法も可能となった。その後、
1990 年 8月 21 日に民事訴訟規則第 15 条の 2（支払保証委託契約）が改正され、支払保証委託
契約を締結した文書を提出する担保提供方法の具体的な手続きが定められた。また 1990 年 8月















































































大法院 1987 年 6 月 9 日 86 ダカ 216 判決、大法院 1999 年 7 月 13 日 98 ダ 63162 判決、大法院
2001 年 2月 13日 99ダ 13737 判決など。
張徳祚「保証保険の法的性質に対する疑問の提起」『保険法研究 4』（2002 年、三知院）184 頁、同「保
証保険における告知義務と欺瞞行為」『保険法研究 5』（2003 年、三知院）23頁。
大法院 2001 年 2月 13日 99ダ 13737 判決。
大法院 1997 年 4月 11日 96ダ 32263 判決。












































































1. 第 8 条（契約前告知義務）の規定により契約者が会社に知らせた内容が事実と異なり、こ
れに対して被保険者に帰責事由があり、保険金支払事由の発生に影響を及ぼしたことを会社
が証明する場合





































































































































































































































































































































































































































































1. 第 8 条（契約前告知義務）の規定により契約者が会社に知らせた内容が事実と異なり、こ
れについて被保険者に帰責事由があり、保険金支払事由の発生に影響を及ぼしたことを会社
が証明する場合
































































































































































































































































































































































































































































































































（2） Y は，平成 18 年 4月 28 日，Aの委託を受けないで，Aの
取引先であるBとの間で，Aが同日から平成 19年 4月 27 日ま
での間にそれぞれ Bに対して負担する買掛債務及び手形債務に
つき，極度額を定めてそれぞれ保証する旨の根保証契約（以下，
「本件保証契約」という）を締結した1。（3） A は，平成 18 年 8
月 31日に破産手続開始の決定を受け，X（原告，控訴人，被上告人）が破産管財人に選任された。
（4） Y は，Bの請求を受け，平成 19 年 3月 27 日及び同月 28 日に，本件保証契約に基づく保証
債務を履行した（以下，「本件弁済」という）。（5） 平成 19年 5月 9日，Xは，約定手続きに従い，
本件各当座勘定取引契約を解約し，払戻金及び遅延損害金の支払いを求めた。（6） Y は，平成 19
年 6月 12 日，Xに対し，本件弁済により取得した求償権（以下，「本件事後求償権」という）2 と
本件当座勘定取引契約に基づきAが Yに対して有する債権とをそれぞれ対当額において相殺する
旨の意思表示をした（以下，「本件相殺」という）。
そこで，本件事後求償権が「破産債権」（破 2条 5項）に該当するか〔争点 1〕，本件相殺は破
産法 72条 1項 1号により禁止されるか〔争点 2〕，という点などが問題とされた。
第一審は，〔争点 1〕について，本件求償権は，事務管理としてなされた本件保証契約に基づい
て発生したものであるために「破産債権」（破 2条 5項）に該当すること，〔争点 2〕について，





生原因とし，弁済等を法定の停止条件とするものであり破 103 条 4項にいう「将来債権」に該当




















－　 －( 73 )230













































産手続開始後に弁済をした」場合に，破 72条 1項 1号を類推適用して相殺を禁止する。同様の規


















































































































－　 －( 75 )228
































































































































名称も同時に用いられている） < http://www.mizuho-factor.co.jp/service/kaisyu_hosho/> ，三井住友銀
行の「販売先信用保証（【商品名】「ポートフォリオ型ファクタリング（保証）」）」 <http://www.smbc-fs.
co.jp/service/factoring/> ，三菱 UFJ ファクター会社の「根保証」 < https://www.muf.bk.mufg.jp/settle/
nehosho01.html > ，りそな決済サービスの「売掛債権の支払保証（ファクタリング）」 <http://www.




















－　 －( 77 )226














































平井宜雄『債権総論（第 2版）』（弘文堂，1994 年）305 頁。
伊藤進「『機関信用保証』論――法人保証の提唱を契機として――」椿寿夫＝伊藤進編著『法人保証の研究』
（有斐閣，2005 年）99-100 頁，江口浩一郎編『信用保証（第 3版）』（2005 年，金融財政事情研究会）

























比護正史「判批」白鴎ロー 7号（2013 年）162-3 頁。
この検討は，東洋法学 2015 年 3月号に掲載予定である。また，平成 24年判決に関する評釈は，法律
































































































































































































































































































































































































































































































































































































でも 1950 年代以降まで続いているし､ 台湾地区では 80年代まで続いている。この期間、大陸で
あると台湾地区であるとを問わず、程度の差こそあれ、民間では親族相続の慣習法を承認していた。















































































































































































































薩維尼『論立法与法学的当代使命』許章潤訳、中国法制出版社、2001 年 30 頁。
武樹臣等『中国伝統法律文化』、北京大学出版社、1994 年 35 頁。
張文顕主編『法理学』、高等教育出版社、2007 年、210 頁。
諭中「法律的歴史性与歴史法学的語境―「論立法与法学的当代使命」読後」、「中国図書評論」2007 年第 4期。
 薩維尼『論立法与法学的当代使命』25－ 30頁。
「大清民律草案」の「総則」、「債権」、「物権」の 3編は、招聘された日本の専門家である志田鉀太郎と松岡義正
が起草し、「親族」編は中国の専門家である章宗元と朱献文が起草し、「相続」編は高種と陳簶が起草した。
